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１．はじめに
令和６年５月27日に厚生労働省が発表した資料による
と、令和５年度の労働災害による死亡者数は755人（前年
比19人減）と過去最少でした。建設業における死亡者数
も223人（同58人・20.6％減）と減少傾向ではあるもの
の、依然として最も件数の多い業種となっています。
一方、休業４日以上の死傷者数は135,371人となり、３
年連続で増加しています。転倒災害や外国人労働者の事故
件数が増えていると分析されています。（図–１）

２．リスクアセスメント
建設現場における安全対策として、広く知られているの
が「リスクアセスメント」です。
リスクアセスメントとは、「事業場にある危険性や有害
性の特定」、「リスクの見積」、「優先度の設定」、「リ
スク低減措置」といった『一連の手順』のことです。
事業者はリスクアセスメントの結果に基づいて適切な労
働災害防止対策を講じる必要があります。
厚生労働省　労働安全衛生法第28条の２では、事業場
のリスクアセスメントの実施を規定し推進を図るととも
に、リスクアセスメント及びその結果に基づく措置の実施
が事業者の努力義務とされています。

では、実際の現場においては、どのような対応がされて
いるでしょうか。
建設現場においては、リスクアセスメントの一部とし
て、「KY活動」の実施が定着しています。（表–１）に一
般的なリスクアセスメント型　危険予知活動記録表例を示
します。

３．KY活動
では、KY活動を実施させていれば事業者※1としての責
務を果たせているでしょうか？（※１：社長・経営陣を指
す。）
KY活動はリスクアセスメントの一部であり、その役割
と効果には制限があることに注意が必要です。
現場におけるKY活動は、その日の作業に限定した対策
であり、本来のリスクアセスメントとは異なります。
そもそも住宅地盤関連の工事現場においては、日々、作
業環境が大きく変わります。短い工期の現場も多いため、
あらかじめ現場状況を把握して十分な安全対策を講じる時
間もなく現場へ入るといった、大きなリスクを抱えていま
す。
また、コストや人的資源などに余裕がないことから、作
業時の安全管理については現場作業員の裁量に委ねる面が
非常に高くなっています。
このような状況がある一方、作業員によっては日々の
KY活動がマンネリ化しており、適切な安全対策が実施さ
れていないケースも多いのが実態ではないでしょうか。

現場作業の安全性を高めるためには、作業員にKY活動
を徹底させるだけでなく、店社※2が現場管理と安全対策を
強化することが重要です。（※２：本社、支店長、他管理
部門を指す。）
具体的には、以下の内容が挙げられます。

●　店社現場パトロールの強化
現場パトロールでの指摘により、作業のマンネリ化
を防ぎ、作業員の安全意識を向上させる。

●　ウェアラブルカメラ等による遠隔現場確認
カメラで現場を遠隔確認することで、作業員の「見
られている」という意識を向上させる。また不安全
行動の指摘、是正指示、リスクの共有と判断する管
理者を増やすことで、事故リスクの低減に繋げる。

●　現場作業員教育
定期的にミーティングを開催し、事故事例等を共有

図–1　令和５年労働災害発生状況（令和６年５月 27 日）
出典：厚生労働省労働基準局

表–1　「リスクアセスメント型　KY 活動表」の例
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することにより当事者意識を高め、安全側の判断力
を向上させる。

また、これからのリスク対策として、店社が組織的・継
続的にリスクアセスメントを実施することが重要です。
本来、リスクアセスメントは、ハード面、ソフト面の両
面からリスクを低減させる措置を事前に導くことが目的で
す。そのため工事の計画が変更可能な段階で行い、必要な
安全処置、経費なども考慮して行う必要があります。
よって、工事の受注段階から、安全を考慮した必要な準
備、発注者との協議が重要であり、決して現場任せにして
はならないものです。

弊社では、打合せ確認書を用いることを施工管理者に徹
底させています。工事の受注後に施工管理者が発注者との
打合せ時に使用し、発注者に事前にリスクを伝えてサイン
をいただくことで、リスクを低減させるのが狙いです。
また、現場打合せ内容や現場状況の詳細を作業員に周知
し、リスクを共有する手段としても活用しています。（表
–２）に打合せ確認書例を示します。

４．リスク対策
先に述べたように、これまでのリスク対策は、現場環境
や条件、また従来の慣習から、
●　後追い型（自社や同業他社などの過去に起きた災害か

ら学ぶ安全管理）
●　個人の経験・能力依存型（個人の経験と能力のみに依

存）
●　法令順守型（関係法令や最低基準を守りさえすればい

い）
に留まる傾向がありました。

しかし、これからの「あるべき」リスク対策は
●　先取り型（潜在的な労働災害、疾病のリスクを洗い出

してこれを未然に除去・軽減させるようにする）【リ
スクアセスメント】

●　組織的対応型（事業場の安全衛生管理を組織的・継続
的に取り組む）

●　自主対応型（自主的にかつ継続的に安全衛生水準の向
上に取り組む」

を目指すべきと考えます。
なぜなら、建設業を取り巻く社会環境が大きく変わって
いる今、一人一人が自主的に行動する体制を組織的に作り
上げ、一歩踏み込んだ対策をとることが求められているか
らです。
（図–２）にリスク対策の考え方概念図を示します。

作業員の安全を確保することは今も昔も最優先事項で
す。事故が発生すれば誰も幸せにはなりません。
業界全体、組織全体で現場の安全を確保していきましょ
う。ご安全に！

表–２　「打合せ確認書」の例

図–２　「リスク対策の考え方」　概念図

発注者に事前にリスクを伝えて
サインをいただく
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